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１ 労働組合及び労働組合員の状況 

（１）平成 24 年 6 月 30 日現在における単一労働組合の労働組合数は 25,775 組合、労働組合員数は

9,892,284 人で、前年に比べ、労働組合数は 277 組合の減（ 1.1％減）、労働組合 員数

は 68,325 人の減（0.7％減）となった。 

また、推定組織率（雇用者数に占める労働組合員数の割合）は、17.9％となった。 

女性の労働組合員数は 2,989,597 人で、前年に比べ 31,370 人の増（1.1％増）、推定組織率は

12.6％となった。（第１表、第１図） 

対前年差 対前年比 対前年差 対前年比
組合 組合 ％ 人 人 ％ 万人 ％

平成 19 年 27,226 -281 -1.0 10,079,614 39,034 0.4 5,565 18.1
(2,857,047) (38,240) (1.4) (2,326) (12.3)

     20 26,965 -261 -1.0 10,064,823 -14,791 -0.1 5,565 18.1

(2,857,750) (703) (+0.0) (2,348) (12.2)

     21 26,696 -269 -1.0 10,077,506 12,683 0.1 5,455 18.5
(2,933,232) (75,482) (2.6) (2,317) (12.7)

     22 26,367 -329 -1.2 10,053,624 -23,882 -0.2 5,447 18.5

(2,963,982) (30,750) (1.0) (2,311) (12.8)

     23 26,052 -315 -1.2 9,960,609 -93,015 -0.9 5,488 18.1 注4)

(2,958,227) (-5,755) (-0.2) (2,339) (12.6)

     24 25,775 -277 -1.1 9,892,284 -68,325 -0.7 5,528 17.9
(2,989,597) (31,370) (1.1) (2,370) (12.6)

　 　  　 　  
　 　  　 　  

　(注)　1)

2)

3) 　「推定組織率」は、労働組合員数を雇用者数で除して得られた数値である（以下同じ）。

4) 　平成23年の雇用者数及び推定組織率は、平成24年４月に総務省統計局から公表された「労働力調査における東日本大震災

年
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第１表　労働組合数、労働組合員数及び推定組織率の推移（単一労働組合）

　（　）内は女性についての数値である。

　雇用者数は、労働力調査（総務省統計局）の各年６月分の数値である（以下同じ）。

に伴う補完推計」の平成23年６月分の推計値及びその数値を用いて計算した値である。時系列比較の際は注意を要する（以

下同じ）。  

（注）  1)　昭和22年は「労働組合調査」、23～57年は「労働組合基本調査」、58年以降は「労働組合基礎調査」の数値である。

 2)　「推定組織率」は、労働組合員数（昭和27年までは単位労働組合、28年以降は単一労働組合）を雇用者数（総務省統計局「労働力調査」各

　 年6月分、ただし昭和22年については7月分）で除して得られた数値である。したがって、27年以前と28年以降は厳密な意味では接続しない。

　　 なお、労働力調査は昭和28年、42年に調査方法を改定したが、42年の変更によるギャップは28年までさかのぼって修正してある。

 3)　昭和47年以前は沖縄県を含まない。
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第１図 雇用者数、労働組合員数及び推定組織率の推移（単一労働組合）
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(２）平成 23 年 7 月以降 1 年間における労働組合の新設及び解散の状況を単位労働組合についてみ

ると、新設労働組合数は 1,376 組合、その労働組合員数は 117,317 人､解散労働組合数は 2,158

組合、その労働組合員数は 140,470 人となっている。 

これら新設、解散労働組合のうち労働組合の組織変更等による形式的な新設、解散を除いた実

質的な新設及び解散の状況についてみると、実質的新設労働組合数は 496 組合で、その労働

組合員数は 48,601 人、実質的解散労働組合数は 1,054 組合で、その労働組合員数は 56,434 人 

である。 

さらに､実質的新設労働組合のうち事業所の新設・拡張による労働組合数は 166 組合、その労

働組合員数は 10,085 人であり、また実質的解散労働組合のうち事業所の休廃止による労働組合

数は 288 組合、その労働組合員数は 12,037 人となっている。 

   新設労働組合の組合員数から解散労働組合の組合員数を引いた値は-23,153 人で（前年 

-62,003 人）、これを実質的なものと形式的なものに分けてみると、前者が-7,833 人（同 

-36,053 人）、後者が-15,320 人（同-25,950 人）となっている。（第２表） 

 

新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設

労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働

組 合 数 組合員数 組 合 数 組合員数 組 合 数 組合員数 組 合 数 組合員数

平成19年 1,063 194,093 637 48,706 127 9,650 426 145,387

  20 1,505 295,161 618 52,021 119 7,622 887 243,140

  21 1,122 267,066 571 38,600 178 7,420 551 228,466
  22 1,001 133,225 638 47,967 175 12,749 363 85,258

　23 732 196,408 497 29,025 125 9,227 235 167,383

　24 1,376 117,317 496 48,601 166 10,085 880 68,716

解　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散

うち事業所の休廃止⑦

労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働

組 合 数 組合員数 組 合 数 組合員数 組 合 数 組合員数 組 合 数 組合員数

平成19年 2,274 253,476 1,265 54,925 404 16,865 1,009 198,551

  20 3,072 365,213 1,369 75,954 369 15,405 1,703 289,259

  21 2,511 332,223 1,283 81,138 407 16,684 1,228 251,085 　
  22 2,023 179,850 1,307 56,377 492 21,785 716 123,473

　23 1,984 258,411 1,237 65,078 403 18,699 747 193,333

　24 2,158 140,470 1,054 56,434 288 12,037 1,104 84,036

増　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減

　

労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働 労　　働

組 合 数 組合員数 組 合 数 組合員数 組 合 数 組合員数 組 合 数 組合員数

平成19年 -1,211 -59,383 -628 -6,219 -277 -7,215 -583 -53,164

  20 -1,567 -70,052 -751 -23,933 -250 -7,783 -816 -46,119

  21 -1,389 -65,157 -712 -42,538 -229 -9,264 -677 -22,619

  22 -1,022 -46,625 -669 -8,410 -317 -9,036 -353 -38,215

  23 -1,252 -62,003 -740 -36,053 -278 -9,472 -512 -25,950

  24 -782 -23,153 -558 -7,833 -122 -1,952 -224 -15,320

   (注)  1) 　新設は、実質的新設と形式的新設に区分され、実質的新設は「事業所の新設・拡張による新設」及び「そ

の他の理由による新設（例えば、労働条件の向上のための新設等）」をいう。

　なお、形式的新設とは組織の変更等に伴う新設をいう。

      　 2) 　解散は、実質的解散と形式的解散に区分され、実質的解散は「事業所の休廃止による解散」及び「その他

の理由による解散（例えば、労働組合内の紛争による解散等）」をいう。

　なお、形式的解散とは組織の変更等に伴う解散をいう。

      　 3) 「増減」とは、新設労働組合数から解散労働組合数を差し引いたものである（労働組合員数についても同じ）。

第２表　　新設、解散別労働組合数及び労働組合員数の推移(単位労働組合）
（組合、人）

年

計

①
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２ 産業別の状況 

労働組合員数(単位労働組合）を産業別にみると、「製造業」が最も多く 2,695,254 人(全体の 

27.4％)と約３割を占め、次いで、「卸売業，小売業」が 1,210,000 人（同 12.3％）、「公務（他

に分類されるものを除く）」が 928,719 人（同 9.4％）などとなっている。 

前年と比べると、増加幅が大きかった産業は、「卸売業，小売業」20,895 人増（1.8％増）、「宿

泊業，飲食サービス業」14,433 人増（11.3％増）などであり、減少幅が大きかった産業は、「公

務（他に分類されるものを除く）」24,148 人減（2.5％減）、「製造業」20,177 人減（0.7％減）

などとなっている。 

推定組織率を産業別にみると、「複合サービス事業」57.4％、「電気・ガス・熱供給・水道業」 

50.5％で５割以上と高く、「農業，林業、漁業」2.2％、「不動産業，物品賃貸業」2.8％で低くな

っている。（第３表） 

 

対前年差 対前年比 構成比

人 人 ％ ％ 万人 ％

総 計 9,830,867 -66,482   -0.7 100.0 5,528 …

(2,984,327) (28,525) (1.0)

農 業 ， 林 業 、 漁 業 13,055 -528      -3.9 0.1 60 2.2

(1,265) (-56) (-4.2)

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 5,112 -99       -1.9 0.1 3 17.0

(624) (-5) (-0.8)

建 設 業 830,545 -17,288   -2.0 8.4 419 19.8

(59,114) (1,542) (2.7)

製 造 業 2,695,254 -20,177   -0.7 27.4 988 27.3

(434,352) (-391) (-0.1)

電 気 ・ ｶ ﾞ ｽ ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 186,772 -4,042    -2.1 1.9 37 50.5

(25,398) (-242) (-0.9)

情 報 通 信 業 388,983 102       +0.0 4.0 177 22.0

(76,720) (3,115) (4.2)

運 輸 業 , 郵 便 業 873,408 -11,153   -1.3 8.9 329 26.5

(81,696) (2,137) (2.7)

卸 売 業 , 小 売 業 1,210,000 20,895    1.8 12.3 926 13.1

(608,594) (25,904) (4.4)

金 融 業 ， 保 険 業 733,736 -7,927    -1.1 7.5 153 48.0

(362,846) (-4,194) (-1.1)

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 28,504 -37       -0.1 0.3 102 2.8

(7,909) (338) (4.5)

学術研究 ,専門・技術 サービス業 146,444 -2,955    -2.0 1.5 154 9.5

(27,482) (362) (1.3)

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 142,646 14,433    11.3 1.5 313 4.6

(72,617) (9,914) (15.8)

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 111,742 -2,088    -1.8 1.1 188 5.9

(51,104) (-1,562) (-3.0)

教 育 , 学 習 支 援 業 543,114 -13,238   -2.4 5.5 271 20.0

(292,903) (-5,165) (-1.7)

医 療 , 福 祉 480,462 4,041     0.8 4.9 673 7.1

(369,688) (2,271) (0.6)

複 合 サ ー ビ ス 事 業 269,715 168       0.1 2.7 47 57.4

(71,277) (1,269) (1.8)

サービス業(他に分類されないもの) 180,818 -2,391    -1.3 1.8 412 4.4

(36,540) (-1,421) (-3.7)

公務(他に分類されるものを除く) 928,719 -24,148   -2.5 9.4 235 39.5

(384,824) (-5,584) (-1.4)

分 類 不 能 の 産 業 61,838 -50       -0.1 0.6 42 …

(19,374) (293) (1.5)

 (注) 　1)　「分類不能の産業」の労働組合員数には、複数産業の労働者で組織されている労働組合及び産業分類が不明の
　　　　　労働組合の労働組合員数が含まれる。
        2)　（　）内は、女性についての数値である。

第３表　産業別労働組合員数（単位労働組合）

雇 用 者 数産　　　　　　業
　　労　働　組　合　員　数 推 定

組 織 率
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３ 規模別の状況 

（１）企業規模別（民営企業）の状況 

民営企業の労働組合数及び労働組合員数（ 単位労働組合）をみると、 46,984 組合、 

8,289,380 人で、前年に比べて組合数は 342 組合の減（0.7％減）、組合員数は 24,853 人の減 

（0.3％減）となっている。 

労働組合員数を企業規模別にみると、1,000 人以上規模が 5,197,683 人（全体の 62.7％）と約

６割を占め、次いで 300～999 人規模が 1,198,776 人（同 14.5％）、100～299 人規模が 647,381

人（同 7.8％）、30～99 人規模が 214,317 人（同 2.6％）、29 人以下規模が 32,043 人（同 0.4％）

となっており、前年に比べると、1,000 人以上規模及び「その他」で労働組合員数が増加した。 

推定組織率は、1,000 人以上規模 45.8％、100～999 人規模 13.3％、99 人以下規模 1.0％と規

模が小さいほど組織率は低くなっている。（第４表、第５表） 

（２）労働組合員数規模別の状況 

労働組合員数規模別の労働組合員数（単一労働組合）をみると、1,000 人以上規模が

6,772,936 人（全体の 68.5％）と全体の約７割を占め、次いで 300～999 人規模が 1,634,755 人

（同 16.5％）、100～299 人規模が 936,939 人（同 9.5％）、30～99 人規模が 439,916 人（同  

4.4％）、29 人以下規模が 107,738 人（同 1.1％）となっている（第６表）。 

対前年差 対前年比 対前年差 対前年比 構成比

組合 組合 ％ 人 人 ％ ％ 万人 ％

計 46,984 -342 -0.7 8,289,380 -24,853 -0.3 100.0 4,961    16.7

1,000 人 以 上 16,619 176 1.1 5,197,683 16,555 0.3 62.7 1,135    45.8

  300～  999人 7,535 -126 -1.6 1,198,776 -21,190 -1.7 14.5

  100～  299人 8,449 -110 -1.3 647,381 -14,984 -2.3 7.8

   30～   99人 7,678 -186 -2.4 214,317 -5,903 -2.7 2.6

   29 人 以 下 3,613 -75 -2.0 32,043 -1,020 -3.1 0.4

そ　　の　　他　 3,090 -21 -0.7 999,180 1,689 0.2 12.1 … …

　(注)　1) 「その他」には、複数企業の労働者で組織されている労働組合及び企業規模不明の労働組合が含まれる。

　　　　2) 雇用者数は、労働力調査の民営企業（農林業を除く。）の数値であり、「計」には「企業規模不明」が含まれる。

第４表　企業規模別（民営企業）の労働組合数及び労働組合員数（単位労働組合）

2,385    1.0

雇用者数 推定組織率企業規模
労働組合数 労 働 組 合 員 数

1,389    13.3

 

労　　働

組合員数
雇用者数

推　定

組織率

労　　働

組合員数
雇用者数

推　定

組織率

労　　働

組合員数
雇用者数

推　定

組織率

労　　働

組合員数
雇用者数

推　定

組織率

人 万人 ％ 人 万人 ％ 人 万人 ％ 人 万人 ％

平成19年 7,996,697 4,951 16.2 4,614,939 972 47.5 1,937,913 1,358 14.3 282,764 2,573 1.1

20 8,256,719 5,015 16.5 4,877,148 1,077 45.3 1,932,885 1,390 13.9 272,696 2,511 1.1

21 8,328,129 4,918 16.9 5,081,093 1,099 46.2 1,917,044 1,351 14.2 268,778 2,429 1.1

22 8,366,569 4,917 17.0 5,163,529 1,108 46.6 1,911,219 1,346 14.2 260,469 2,425 1.1

23 8,314,233 … … 5,181,128 … … 1,882,331 … … 253,283 … …

24 8,289,380 4,961 16.7 5,197,683 1,135 45.8 1,846,157 1,389 13.3 246,360 2,385 1.0

（注) 1)　雇用者数は、労働力調査の民営企業（農林業を除く。）の数値であり、「計」には「企業規模不明」が含まれる。

  　　2） 日本郵政公社が平成19年10月1日に民営化されたことに伴い、1,000人以上規模の時系列比較には注意を要する。

      3)　第４表（注）1)に記した企業規模の「その他」を省略しているため、各規模の足し上げは企業規模計とは一致しない。

      4)　平成23年の雇用者数及び推定組織率については、労働力調査（平成23年６月分）が東日本大震災の影響により調査実施が困

　　　　補完推計」（平成24年４月公表）においても、時系列比較可能な推計値を公表していないため表章していない。

　　　　難となった岩手県、宮城県及び福島県を除いて雇用者数を公表しており、その後の「労働力調査における東日本大震災に伴う

第５表　　企業規模別（民営企業）の労働組合員数の推移（単位労働組合）

99人以下

年

企業規模計 100～999人1,000人以上

 

対前年比 構成比
組合 組合 人 ％ ％ 人

　 合　　　　  計 25,775 26,052 9,892,284 -0.7 100.0 9,960,609

   1,000 人 以 上 1,605 1,631 6,772,936 -0.7 68.5 6,818,756

     300 ～ 999人 3,087 3,100 1,634,755 -0.1 16.5 1,635,694

     100 ～ 299人 5,444 5,512 936,939 -1.4 9.5 950,472

      30 ～  99人 7,695 7,824 439,916 -1.7 4.4 447,301

      29 人 以 下 7,944 7,985 107,738 -0.6 1.1 108,386

労 働 組 合 数

労働組合員数規模

第６表　　労働組合員数規模別労働組合数及び労働組合員数　（単一労働組合）

労 働 組 合 員 数

平成24年 平成23年 平成24年 平成23年
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４ 適用法規別の状況 

適用法規別の労働組合員数（単位労働組合）をみると、「労働組合法」適用労働組合員数が

8,314,992 人（全体の 84.6％）と８割以上となっており、次いで、「地方公務員法」が 1,232,884

人（同 12.5％）、「地方公営企業等の労働関係に関する法律」が 140,760 人（同 1.4％）、「国家

公務員法」が 110,980 人（同 1.1％）、「特定独立行政法人等の労働関係に関する法律」が 

31,251 人（同 0.3％）となっている（第７表）。 

対前年差 対前年比

人 人 ％ 人 ％ ％

9,830,867 -66,482 -0.7 9,897,349 100.0 100.0

8,314,992 -25,395 -0.3 8,340,387 84.6 84.3

172,011 -2,620 -1.5 174,631 1.7 1.8

特 定 独 立 行 政 法 人 等 の

労 働 関 係 に 関 す る 法 律

地 方 公 営 企 業 等 の

労 働 関 係 に 関 す る 法 律

1,343,864 -38,467 -2.8 1,382,331 13.7 14.0

国 家 公 務 員 法 110,980 -7,317 -6.2 118,297 1.1 1.2

地 方 公 務 員 法 1,232,884 -31,150 -2.5 1,264,034 12.5 12.8

第７表　　適用法規別労働組合員数（単位労働組合）

-429

-2,191

-1.4

-1.5 1.4

0.3

適　　用　　法　　規

合 計

労 働 組 合 法

平成23年

労　働　組　合　員　数

平成24年 平成23年 平成24年

特 労 法 ・ 地 公 労 法

構　成　比

1.4

0.3

140,760 142,951

31,251 31,680

       2)　「国公法」は国家公務員法、「地公法」は地方公務員法の略称である。

国 公 法 ・ 地 公 法

（注） 1)　「特労法」は特定独立行政法人等の労働関係に関する法律、「地公労法」は地方公営企業等の労働関係に関する法

       　律の略称である。

 

５ パートタイム労働者の状況 

労働組合員数（単位労働組合）のうちパートタイム労働者についてみると、837,195 人と、前年

に比べて 61,368 人（7.9％）増加し、全労働組合員数に占める割合は 8.5％、推定組織率は 6.3％

となっている（第８表）。 

対前年差 対前年比

人 人 ％ ％ 万人 ％

　 平成19年 588,031 72,948 14.2 5.9 1,218 4.8

20 615,851 27,820 4.7 6.2 1,232 5.0

21 700,067 84,216 13.7 7.0 1,317 5.3

22 726,113 26,046 3.7 7.3 1,291 5.6

23 775,837 49,724 6.8 7.8 … …

24 837,195 61,368 7.9 8.5 1,332 6.3

（注） 1)　「パートタイム労働者」とは、短時間勤務の正規労働者以外で、その事業所の一般労働者より1日の所定労働時間が

　　　　 短い者、1日の所定労働時間が同じであっても１週の所定労働日数が少ない者及び事業所においてパートタイマー、

　　　　 パート等と呼ばれている労働者をいう。

       2)　「短時間雇用者数」は、労働力調査の雇用者数のうち就業時間が週35時間未満の雇用者数である。

       3)　「推定組織率」は、パートタイム労働者の労働組合員数を短時間雇用者数で除して得られた数値である。
       4)　平成23年の雇用者数及び推定組織率については、労働力調査（平成23年６月分）が東日本大震災の影響により調査

　　　　 実施が困難となった岩手県、宮城県及び福島県を除いて雇用者数を公表しており、その後の「労働力調査における東

　　　　 日本大震災に伴う補完推計」（平成24年４月公表）においても「短時間雇用者数」の推計値を公表していないため表

　　　　 章していない。

第８表　　パートタイム労働者の労働組合員数及び推定組織率の推移（単位労働組合）

推定組織率
全労働組合員数

に 占 め る 割 合
年

パートタイム労働者の労働組合員数
短時間雇用者数

 

６ 主要団体への加盟状況 

（１）主要団体別に、産業別組織を通じて加盟している労働組合員数（単一労働組合）をみると、

「連合（日本労働組合総連合会）」が 6,692,598 人（前年に比べて 6,609 人減）、「全労連（全

国労働組合総連合）」が 606,500 人（同 13,029 人減）、「全労協（全国労働組合連絡協議会）」

が 109,843 人（同 2,938 人減）、「金属労協（全日本金属産業労働組合協議会）」が 2,046,933
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人（同 6,987 人減）、「化学エネルギー鉱山労協（日本化学エネルギー鉱山労働組合協議会）」

が 477,893 人（同 10,885 人減）、「交運労協（全日本交通運輸産業労働組合協議会）」が 626,208 

人（同 11,835 人減）、「公務労協（公務公共サービス労働組合協議会）」が 1,251,572 人（同

25,448 人減）となっている。 
また、都道府県単位の地方組織のみに加盟している、いわゆる地方直加盟の労働組合員数を

合わせて集計した労働組合員数は、「連合」が 6,838,700 人（前年に比べて 538 人減）、「全

労連」が 837,138 人（同 23,318 人減）、「全労協」が 125,262 人（同 3,024 人減）となってい

る。（第９表） 

（２）都道府県単位の地方組織のみに加盟している、いわゆる地方直加盟の労働組合員数も合わせ

て集計した労働組合員数（単位労働組合）について、産業別に主要団体の割合をみると、「連

合」が占める割合は、「電気・ガス・熱供給・水道業」（95.9％）、「卸売業，小売業」 

（81.8％）の順で多くなっている。「全労連」が占める割合は、「医療，福祉」（37.0％）、

「建設業」（27.8％）の順で多く、「全労協」が占める割合は、「教育，学習支援業」（4.4％）、

「サービス業（他に分類されないもの）」（4.1％）の順で多くなっている。 

主要団体別に産業別の割合をみると、「連合」では、「製造業」（31.7％）、「卸売業，小

売業」（14.6％）、「公務（他に分類されるものを除く）」（10.3％）の順で多くなっている。

「全労連」では、「建設業」（26.1％）、「公務（他に分類されるものを除く）」（20.4％）、

「医療，福祉」（20.1％）の順で多く、「全労協」では「公務（他に分類されるものを除く）」

（23.9％）、「教育，学習支援業」（18.4％）、「運輸業，郵便業」（15.7％）の順で多くなっ

ている。（第１０表） 

主要団体別に適用法規別の労働組合員数（単位労働組合）の割合をみると、「連合」は「労

働組合法」が 83.6％、「全労連」は「労働組合法」が 65.7％、「全労協」は「労働組合法」が

46.8％となっている（第１１表）。 

対前年差 対前年比

全労働組

合員数に

占 め る

割　　合

対前年差 対前年比

全労働組

合員数に

占 め る

割　　合

人 人 ％ ％ 人 人 人 ％ ％ 人

合 計 9,892,284 -68,325 -0.7 100.0 9,960,609 9,830,867 -66,482 -0.7 100.0 9,897,349

6,692,598 -6,609 -0.1 67.7 6,699,207 6,658,296 -7,446 -0.1 67.7 6,665,742

[6,838,700] [-538] [-0.0] [69.1] [6,839,238] [6,800,521] [-2,996] [-0.0] [69.2] [6,803,517]

606,500 -13,029 -2.1 6.1 619,529 610,942 -14,823 -2.4 6.2 625,765

[837,138] [-23,318] [-2.7] [8.5] [860,456] [884,349] [-25,421] [-2.8] [9.0] [909,770]

109,843 -2,938 -2.6 1.1 112,781 116,134 -3,808 -3.2 1.2 119,942

[125,262] [-3,024] [-2.4] [1.3] [128,286] [131,414] [-3,967] [-2.9] [1.3] [135,381]

金 属 労 協 2,046,933 -6,987 -0.3 20.7 2,053,920 2,033,603 -9,831 -0.5 20.7 2,043,434

化 学エ ネル ギー

鉱 山 労 協
477,893 -10,885 -2.2 4.8 488,778 464,814 -15,322 -3.2 4.7 480,136

交 運 労 協 626,208 -11,835 -1.9 6.3 638,043 616,982 -11,108 -1.8 6.3 628,090

公 務 労 協 1,251,572 -25,448 -2.0 12.7 1,277,020 1,255,089 -28,159 -2.2 12.8 1,283,248

そ の 他 1,711,007 -72,115 -4.0 17.3 1,783,122 1,712,158 -67,354 -3.8 17.4 1,779,512

無 加 盟 870,124 15,121 1.8 8.8 855,003 870,282 15,279 1.8 8.9 855,003

  (注) 1)　複数の主要団体に加盟している労働組合員は、それぞれ主要団体に重複して集計している。

       2)  「連合」、「全労連」及び「全労協」の労働組合員数について、上段は産業別組織を通じて加盟している労働組合員数を集計した

　　　　　数値であり、下段［　］内は、産業別組織を通じて加盟している労働組合員数と、各主要団体の都道府県単位の地方組織のみに加盟

　　　　　している、いわゆる地方直加盟の労働組合員数を合わせて集計した数値である。

       3)　「その他」とは、「連合」、「全労連」及び「全労協」に加盟していない産業別組織等を示し、「無加盟」とは、全く上部組合に

　　　　　加盟していない労働組合を示す。

全 労 協

連 合

全 労 連

第９表　　主要団体別労働組合員数 

単一労働組合 単位労働組合

平成24年 平成23年 平成23年
主要団体

平成24年
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（％）

合 計 連 合 全 労 連 全 労 協 そ の 他 連 合 全 労 連 全 労 協 そ の 他

合 計 100.0 69.2 9.0 1.3 25.4 100.0 100.0 100.0 100.0

農 業 ， 林 業 、 漁 業 100.0 66.5 4.7 3.5 27.8 0.1 0.1 0.3 0.1

鉱業，採石業，砂利採取業 100.0 61.9 4.9 - 33.3 0.0 0.0 - 0.1

建 設 業 100.0 22.4 27.8 2.0 85.5 2.7 26.1 12.9 28.5

製 造 業 100.0 80.1 0.6 0.1 20.6 31.7 1.9 2.2 22.3

電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 95.9 2.9 2.9 1.2 2.6 0.6 4.1 0.1

情 報 通 信 業 100.0 80.4 1.2 0.2 18.8 4.6 0.5 0.7 2.9

運 輸 業 ， 郵 便 業 100.0 75.3 3.9 2.4 20.1 9.7 3.9 15.7 7.0

卸 売 業 ， 小 売 業 100.0 81.8 5.2 0.3 13.1 14.6 7.1 2.7 6.4

金 融 業 ， 保 険 業 100.0 52.2 0.9 0.0 47.1 5.6 0.8 0.1 13.9  

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 100.0 44.1 2.0 0.6 53.3 0.2 0.1 0.1 0.6

学術研究，専門・技術サービス業 100.0 72.7 5.7 0.2 23.4 1.6 0.9 0.2 1.4

宿泊業 ，飲 食 サ ー ビ ス業 100.0 74.6 0.5 0.1 24.7 1.6 0.1 0.1 1.4

生活関連サービス業，娯楽業 100.0 80.7 5.1 0.1 14.1 1.3 0.6 0.1 0.6

教 育 ， 学 習 支 援 業 100.0 61.6 19.6 4.4 20.8 4.9 12.1 18.4 4.5

医 療 ， 福 祉 100.0 46.7 37.0 1.9 16.9 3.3 20.1 7.0 3.3

複 合 サ ー ビ ス 事 業 100.0 70.5 6.0 0.3 27.4 2.8 1.8 0.5 3.0

サ ービ ス業 （ 他に 分類 さ れな いも の） 100.0 71.6 3.8 4.1 25.0 1.9 0.8 5.6 1.8

公務（他に分類されるものを除く） 100.0 75.7 19.4 3.4 4.5 10.3 20.4 23.9 1.7

分 類 不 能 の 産 業 100.0 39.9 30.0 11.5 20.1 0.4 2.1 5.4 0.5

　（注）　1)　産業別組織を通じて加盟している労働組合員数と、各主要団体の都道府県単位の地方組織のみに加盟している、

　　　　　　いわゆる地方直加盟の労働組合員数を合わせて集計した数値である。

　　　  　2)　複数の主要団体に加盟している労働組合員数は、それぞれの主要団体に重複して集計しているので、主要団体

　　　　　　別の足し上げは、合計とは必ずしも一致しない。

          3) 「その他」とは、「連合」、「全労連」及び「全労協」に加盟していない産業別組織等及び全く上部組合に加

　　　　　　盟していない「無加盟」の組合員数の合計である。

          4) 「分類不能の産業」の労働組合員数には、複数産業の労働者で組織されている労働組合及び産業分類が不明の

          　労働組合の労働組合員数が含まれる。

産　　　業

第１０表　　労働組合員数の産業 、主要団体別構成比（単位労働組合）　

産業別労働組合員数構成比 

主要団体別労働組合員数に対する産業別労働組合員数に対する

主要団体別労働組合員数構成比

 

（％）

適　　用　　法　　規 合　計 連　合 全労連 全労協 その他

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

労 働 組 合 法 84.6 83.6 65.7 46.8 96.2

特 定 独 立 行 政 法 人 等 の

労 働 関 係 に 関 す る 法 律

地 方 公 営 企 業 等 の

労 働 関 係 に 関 す る 法 律

国 家 公 務 員 法 1.1 0.9 5.6 0.6 0.2

地 方 公 務 員 法 12.5 13.7 24.5 39.6 3.4

（注）　1)　産業別組織を通じて加盟している労働組合員数と、各主要団体の都道府県単位の地方組織のみに加盟している、

　　　　　いわゆる地方直加盟の労働組合員数を合わせて集計した数値である。

　　　　2)　「その他」とは、「連合」、「全労連」及び「全労協」に加盟していない産業別組織等及び全く上部組合に加

　　　　　盟していない「無加盟」の組合員数の合計である。

1.8

0.2

12.7

0.0

0.2

第１１表　　労働組合員数の適用法規、主要団体別構成比（単位労働組合）

0.3

1.4

0.1

1.8

2.4

 


